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  令和２年度復興庁予算概算要求に係る基本的考え方 

                                               （令和元年７月31日公表） 

 

令和２年度復興庁予算については、「平成28年度以降の復旧・復興事業につ

いて」（平成27年6月24日復興推進会議決定）及び「『復興・創生期間』におけ

る東日本大震災からの復興の基本方針の変更について」（平成31年3月8日閣議

決定）を踏まえ、「復興・創生期間」の最終年度においても必要な取組を精力

的に進めるため、次の４つの方針に沿って概算要求を行っていきます。 

 

１. 以下の分野について、被災地の抱える課題の解決に直結する予算とするこ

と。その際には、復興の加速化を進めていく中で、復興のステージの進展に応

じて生じる新たな課題に迅速かつ適切に対応すること。 

・被災者支援 

・住宅再建・復興まちづくり 

・産業・生業（なりわい）の再生 

・原子力災害からの復興・再生 

 

２. 福島に関しては、上記閣議決定及び「改定福島復興再生基本方針」（平成29

年6月30日閣議決定）等を踏まえ、原子力事故災害からの福島の復興・再生を

加速化させる施策を講じること。特に、被災者の心身のケア、風評の払拭、 事

業・生業の再建、帰還環境の整備、特定復興再生拠点の整備に加え、持続的・

自立的な産業発展を実現するための環境整備などに取り組むこと。 

 

３．「新しい東北」の創造に向け、民間の人材やノウハウを活用するとともに、

各種の取組で蓄積したノウハウ等について被災地での展開・普及を図ること。 

 

４. 復興のステージの進展に応じて、既存の事業の成果等を検証しつつ、その効

率化を進め、復興のために真に必要な事業に重点化すること。また、より的確

に事業の進捗を見極め、要求額の精査を行うこと。 
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（単位：億円）

令和２年度
概算決定額

令和元年度
当初予算額

14,024 14,781

１．被災者支援 493 614

・被災者支援総合交付金 155 177

・被災した児童生徒等への就学等支援 52 69

・緊急スクールカウンセラー等活用事業 22 24

・仮設住宅等 54 95

・被災者生活再建支援金補助金 101 107

・医療・介護・障害福祉制度における財政支援 60 91

・その他 49 52

5,472 6,927

・東日本大震災復興交付金 113 573

・復興道路・復興支援道路の整備 1,662 1,744

・社会資本整備総合交付金 1,198 1,226

・農山漁村整備 309 274

・森林整備事業 66 65

・国営追悼・祈念施設整備事業 15 25

・災害復旧事業 1,555 2,317

・その他 554 704

516 691

・中小企業組合等共同施設等災害復旧事業 140 76

・独立行政法人中小企業基盤整備機構運営費交付金 15 13

・観光復興関連事業 37 49

・復興水産加工業等販路回復促進事業 12 12

・福島イノベーション・コースト構想関連事業 69 126

・福島県農林水産業再生総合事業 47 47

・原子力災害による被災事業者の自立等支援事業 16 60

・原子力被災12市町村農業者支援事業 10 -

・災害関連融資 72 101

・その他 98 207

7,481 6,486

・特定復興再生拠点整備事業 673 869

・福島再生加速化交付金 791 890

・福島生活環境整備・帰還再生加速事業 94 111

・帰還困難区域の入域管理・被ばく管理等 51 58

・中間貯蔵施設の整備等 4,025 2,081

・放射性物質汚染廃棄物処理事業等 1,059 1,054

・除去土壌等の適正管理・搬出等の実施 566 1,187

・その他 222 235

6 7

1  -

56 56

令和２年度　復興庁予算概算決定総括表
（東日本大震災復興特別会計）

区   分

６．東日本大震災10周年事業

７．復興庁一般行政経費等

復　　　　　　興　　　　　　庁

２．住宅再建・復興まちづくり

３．産業・生業（なりわい）の再生

４．原子力災害からの復興・再生

５．「新しい東北」の創造

（注）：計数整理の結果、異同を生じることがある。また、金額は、単位未満四捨五入によるため、合計が一致しないもの
がある。
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令和２年度復興庁予算概算決定の概要 

 

（１）被災者支援                   493 億円 

     

避難生活の長期化や恒久住宅への移転に伴う被災者の心身の健

康の維持、住宅や生活の再建に向けた相談支援、コミュニティの

形成、生きがいづくり等の「心の復興」など、生活再建のステー

ジに応じた切れ目のない支援を実施。 

 

（主な事業） 

 

・  被災者支援総合交付金                          155億円 

復興の進展によって生じる「心身のケア」、「コミュニティ形

成・再生」、「住宅・生活再建の相談支援」及び「心の復興」等

の課題に対する取組を一体的かつ総合的に支援。 

 

・  被災した児童生徒等への就学等支援              52億円 
被災した児童生徒に対する学習支援等のための教職員加配定

数措置や、就学等が困難となった幼児児童生徒に対する学用品

費の支給、奨学金の貸与等による支援を実施。 

 

・ 緊急スクールカウンセラー等活用事業              22億円 

被災児童生徒の心のケアや教職員・保護者等への助言・援助等

を行うためスクールカウンセラー等を配置。 

 

・ 仮設住宅等                         54億円 

被災者の方々に供与している応急仮設住宅（賃貸型を含む）の

供与期間の延長に必要な経費及び供与を終えた応急仮設住宅の

解体撤去作業等を負担等。 
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・ 被災者生活再建支援金補助金                   101億円 

住宅が全壊、大規模半壊等の一定の要件に該当した被災世帯

を対象に基礎支援金（最高100万円）、加算支援金（最高200万円）

を支給。 

 
・ 医療・介護・障害福祉制度における財政支援         60億円 

①  避難指示区域等での医療保険制度の特別措置 

東京電力福島第一原発の事故により設定された帰還困難区

域等及び上位所得層を除く旧避難指示区域等・旧避難指示解

除準備区域等の住民について、医療保険の一部負担金や保険

料の免除等の措置を延長する場合には、引き続き保険者等の

負担を軽減するための財政支援を行う。 

②  避難指示区域等での介護保険制度の特別措置 

東京電力福島第一原発の事故により設定された帰還困難区

域等及び上位所得層を除く旧避難指示区域等・旧避難指示解

除準備区域等の住民について、介護保険の利用者負担や保険

料の免除の措置を延長する場合には、引き続き保険者等の負

担を軽減するための財政支援を行う。 

③  避難指示区域等での障害福祉制度の特別措置 

東京電力福島第一原発の事故により設定された帰還困難区

域等及び上位所得層を除く旧避難指示区域等・旧避難指示解

除準備区域等の住民について、障害福祉サービス等の利用者

負担の免除の措置を延長する場合には、引き続き市町村等の

負担を軽減するための財政支援を行う。 

 
・  被災地復興に向けた情報提供と復興施策の理解促進    6億円 

  （うち、風評払拭・リスクコミュニケーション強化事業）（5億円） 

復興施策及びその進捗等の情報を、東京オリンピック・パラリ

ンピック競技大会等の機会を活用しつつ被災地の内外に発信す

ることに加え、放射線リスク等に関する情報の発信を引き続き

実施。 
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・ 相双地域等における介護サービス提供体制の確保等     3億円 

就職準備金の貸付や応援職員の確保支援等を通じた相双地域

等における福祉・介護人材の確保と避難指示解除区域等の入所

施設等への運営支援を一体的かつ時限的に実施。 

 

 

（２）住宅再建・復興まちづくり         5,472 億円 

 

住宅再建に関する事業の進展等を踏まえつつ、復興まちづくり

を進めるほか、復興道路・復興支援道路等の社会インフラの整備

について、一日も早い完了を目指す。 

 

（主な事業） 

 

・ 東日本大震災復興交付金                   113億円 

東日本大震災により著しい被害を受けた地域の復興を進める

ため、公共施設等の災害復旧だけでは対応が困難な失われた市

街地の再生等を、一つの事業計画の提出により一括で支援。 

 

・ 復興道路・復興支援道路の整備             1,662億円 

被災地復興のリーディングプロジェクトとして、復興まちづ 

くりを支援するため、早期整備を推進。 

 

・  社会資本整備総合交付金                      1,198億円 

地方公共団体が作成した社会資本総合整備計画（復興分）に基

づき、政策目的実現のための基幹的な社会資本整備事業のほか、

関連する社会資本整備等を総合的・一体的に支援。 

 

・ 農山漁村整備                        309億円 

被災地域の農地・農業用施設、漁港施設等の生産基盤及び海岸

保全施設の整備を推進。 

 



     
 

7 
 

・ 森林整備事業                        66億円 

放射性物質を含む土砂の流出防止を図るための間伐・路網整

備等を支援するとともに、避難指示区域が解除された市町村を

中心に、航空レーザ計測による効率的な計画策定や路網の開設

等を重点的に実施。 

 

・ 国営追悼・祈念施設整備事業            15 億円 

岩手県・宮城県・福島県等と連携して、復興の象徴となる国営

追悼・祈念施設の整備を推進。 

 

・ 災害復旧事業                  1,555億円 

東日本大震災で被災した漁港施設、海岸保全施設、農地・農業

用施設、上水道、学校等の復旧を引き続き重点的に推進。 

   

 

（３）産業・生業（なりわい）の再生         516億円 

 

被災事業者の施設復旧への支援や観光業、水産加工業等へのソ

フト支援に引き続き注力。 

福島については、福島イノベーション・コースト構想の推進、

福島県農林水産業の再生、原子力災害被災12市町村における事業

再開支援等の取組を引き続き実施。 

 

（主な事業） 

 

・  中小企業組合等共同施設等災害復旧事業          140億円 

岩手県、宮城県、福島県の津波浸水地域及び福島県の避難解除

区域等を対象に、被災中小企業者等の施設復旧等を支援。 
 

・ 独立行政法人中小企業基盤整備機構運営費交付金     15億円 

被災した中小企業、小規模事業者に対して、仮設施設の移設・

撤去等への助成や、専門家派遣、販路開拓支援などを行うため、

独立行政法人中小企業基盤整備機構に対し財政支援を実施。 
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・ 観光復興関連事業                             37億円 

被災地の風評を払拭し、東北の観光復興を実現するため、2020

年東京オリンピック・パラリンピック競技大会という絶好の機

会を活用しながら、地域の発案に基づくインバウンドを呼び込

む取組や東北の観光地としての魅力発信強化、福島県が実施す

る国内プロモーションや教育旅行の再生等に関する取組を支援。

また、民間の新たな試みとも連携しつつ、東北への継続的な交流

人口拡大につながるビジネスモデル創出とチーム化による地域

事業者の支援等を実施。 

 

・ 復興水産加工業等販路回復促進事業                  12億円 

被災地の水産加工業の販路回復に必要な個別指導、セミナー

等の開催、被災県産水産加工品の安全性や魅力の発信、販路回復

等に必要な加工機器の整備等を支援。 
 

・  福島イノベーション・コースト構想関連事業          69億円 

構想の拠点施設運営やプロジェクト創出、農林業に関するロ

ボットなど先端技術の開発、浜通り地域等での実用化開発等を

支援。 

 
・ 福島県農林水産業再生総合事業                      47億円 

福島県の農林水産業の再生に向けて、ＧＡＰ認証の取得、海外

を含む農林水産物の販路拡大と需要の喚起など、生産から流通・

販売に至るまで、風評の払拭を総合的に支援。 

 
・  原子力災害による被災事業者の自立等支援事業        16億円 

原子力災害被災12市町村の被災事業者に対する事業・生業の

再建支援や、12市町村における創業等の取組を支援。被災地域の

物流環境改善に向け、事業者を対象とした輸送活動を支援の対

象に追加。 
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・ 原子力被災 12市町村農業者支援事業           10億円 

営農再開に必要な機械・施設の導入等を支援するため基金を

積み増し。 

 

・  災害関連融資                                      72億円 

被災した中小企業、農林漁業者等の復旧・復興の取組に対して

低利融資等を行うため、株式会社日本政策金融公庫等に対し財

政支援を実施。 

 

・  復興特区支援利子補給金                            10 億円 

復興特区において復興の中核となる事業の実施者に必要な資

金を貸し付ける場合に、金融機関に対し利子補給金を支給。 

 

・ 被災地の人材確保対策事業                     6億円 
若者を被災地に呼び込む取組に加え、被災地企業の課題解決

のために定期的に訪問する者を増加させる取組を実施。また、専

門人材等、幅広い人材の被災地企業への人材獲得力向上のため

のノウハウの提供、人材獲得に係る好事例の収集・横展開を引き

続き実施。 
 

・  原子力災害対応雇用支援事業                       7億円 

民間企業・ＮＰＯ等への委託により、福島県の被災求職者に対

して一時的な雇用・就業機会を提供し、生活の安定を図る。 
 

・  自立・帰還支援雇用創出企業立地補助金（制度拡充）      

避難指示解除区域等に工場等の新増設を行う企業への支援に

ついて、申請期限を令和２年度まで、事業完了期限を令和４年度

までと延長。 
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・ 津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助金(制度拡充)  

津波浸水地域等に工場等の新増設を行う企業等への支援につ

いて、これまでの復興状況等を踏まえ、区画整理事業等による環

境整備に時間を要し、企業立地等が進んでいない地域に対象地域

を重点化した上で、企業等からの申請期限を最大４年間（令和５

年度末まで）・運用期限を最大５年間（令和７年度末まで）延長。 

 

 

（４）原子力災害からの復興・再生          7,481億円 

 

特定復興再生拠点や避難指示解除区域等における帰還環境の整

備や、汚染廃棄物等の適正な処理を着実に推進。 

また、風評払拭及び放射線に関するリスクコミュニケーション

を強化。 

 

（主な事業） 

○ 帰還環境の整備 

・ 特定復興再生拠点整備事業                    673億円 

認定された特定復興再生拠点区域復興再生計画に沿って、帰

還困難区域の特定復興再生拠点における家屋等の解体・除染を

着実に実施。 

 

・ 福島再生加速化交付金                             791億円 

地方自治体等に対して「長期避難者への支援から早期帰還へ

の対応まで」の施策等を一括して支援することにより、福島のイ

ンフラ整備等を実施。 

 

・ 福島生活環境整備・帰還再生加速事業               94億円 

公共施設等の機能回復を行うとともに、避難解除等区域への

住民の帰還を加速するための取組や、将来の帰還に向けた荒廃

抑制・保全対策を推進。 
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・ 帰還困難区域の入域管理・被ばく管理等              51億円 

帰還困難区域の境界に設置しているバリケードの維持管理や、

帰還困難区域に入域を希望する住民・復旧作業員・消防官・警察

官等について安全な入域を確保するため入域管理・被ばく管理

等を特定復興再生拠点の設定に対応しつつ実施。 

 

・  福島県浜通り地域等の教育再生                 8億円 

双葉郡中高一貫校や再開した学校での魅力ある教育づくり、

福島イノベーション・コースト構想等を担う人材育成のための

教育環境整備等や、福島の復興に資する「知」（復興知）を活用

した大学等による教育研究活動を引き続き支援。 

 

・ 鳥獣被害対策 

- 帰還困難区域等における鳥獣捕獲等緊急対策事業   4億円 

- 福島生活環境整備・帰還再生加速事業［再掲(P. 10)］の内数 

原子力災害被災 12市町村において、イノシシ等の住処とな

る場所の草刈、市街地周辺等における柵の設置、わなによる捕

獲等の対策を引き続き実施。 

 

 

  ○ 汚染廃棄物等の適正な処理 

・ 中間貯蔵施設の整備等                      4,025億円 

令和３年度末までに福島県内に仮置きされている除去土壌等

（帰還困難区域を除く）の概ね搬入完了を目指して中間貯蔵施

設の整備等を進めるとともに、最終処分に向けた除去土壌等の

減容・再生利用に関する技術開発等を推進。 

 

・ 放射性物質汚染廃棄物処理事業等               1,059億円 

福島県の汚染廃棄物対策地域内の廃棄物及びその他の県も含

めた放射性物質に汚染された指定廃棄物について国の責任にお

いて処理を着実に推進するとともに、市町村等が行う稲わら、牧

草等の農林業系廃棄物処理等を支援。 
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・ 除去土壌等の適正管理・搬出等の実施               566億円 

除染特別地域において、除染によって生じた除去土壌等を仮

置場で適正に管理し、中間貯蔵施設等への搬出後の現状回復等

を実施するとともに、地方公共団体が行う除去土壌等の適正管

理・搬出等を支援。 

 

 

○ 風評払拭及び放射線に関するリスクコミュニケーションの強化

（主な事業） 

・ 風評払拭・リスクコミュニケーション強化事業 ［再掲(P.5)］ 

海外の注目が集まる中、国内外において未だ根強く残る風評・不

安等の払拭、諸外国・地域による日本産品に対する輸入規制撤廃等

に対処するため、効果的な情報発信を強化。 

 

・ 相談員育成・配置事業 

    （福島再生加速化交付金［再掲(P.10)］の内数） 

放射線不安や帰還後の生活再開への不安等に関する住民からの

相談に応じ、住民の不安低減に資する相談員の育成・配置を支援。 

 

・ 放射線副読本の普及                         1億円 

全国の小中高等学校等の新入学生を対象とした放射線副読本 

の配布や活用事例の収集・取りまとめ等を行い、放射線副読本を

普及。 

 

・ 福島県農林水産業再生総合事業 [再掲(P.8)] 

 

・ 地域の魅力等発信基盤整備事業                 2億円 

交流人口の拡大や風評の払拭等を図るため、民間団体等が実

施する福島県の伝統・魅力・復興状況等に関する発信等の取組を

支援。 

 

・ 観光復興関連事業 [再掲(P.8)] 
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○  原子力災害被災地域等の再生 

・ 相双地域等における介護サービス提供体制の確保等[再掲(P.6)] 

 

・  福島イノベーション・コースト構想関連事業［再掲(P.8)］ 

 

・  原子力災害による被災事業者の自立等支援事業［再掲(P.8)］ 

 

・  原子力被災12市町村農業者支援事業［再掲(P.9)］ 

 

・ 原子力災害対応雇用支援事業［再掲(P.9)］ 

 

・  自立・帰還支援雇用創出企業立地補助金［再掲(P.9)］ 

 

 

（５）「新しい東北」の創造                        6 億円 

 

「新しい東北」の創造に向けて、これまで行ってきた各種の取

組で蓄積したノウハウ等を被災地内外で普及・展開することを支

援するとともに、復興に取り組む多様な主体間の連携を促進。 

 

・ 「新しい東北」官民連携推進協議会運営事業        6億円 

「新しい東北」の創造に向けた取組を実施する被災地の自治

体、事業者等に対し、きめ細かな支援を実施するとともに、多様

な主体間の情報共有や取組の情報発信を実施。 

 

・ 「新しい東北」交流拡大モデル事業 

  （観光復興関連事業［再掲(P.8)］の内数(3億円)） 

  

・ 伴走型人材確保・育成支援モデル事業等 

（被災地の人材確保対策事業［再掲(P.9)］の内数(4億円)）   
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（６）東日本大震災 10周年事業＜新規＞             1億円 

 

発災から 10年の節目を迎えるに当たり、政府主催のシンポジ

ウムを開催してこれまでの復興を総括し、被災地の将来を展望す

る。また、ＮＰＯ等が行った支援のノウハウ・課題の共有や、国

内外から寄せられた様々な支援に対する感謝や復興の姿の全世界

に向けた復興発信事業を実施する。さらに、これまで得られた復

興の効果的な取組やノウハウ等を報告書にまとめて関係者に周

知・普及させることにより、次世代に継承する。 
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福島の復興・再生に向けた主な支援策 

 

・ 特定復興再生拠点整備事業             673億円 

・ 福島再生加速化交付金               791億円 

・ 福島生活環境整備・帰還再生加速事業         94億円 

・ 帰還困難区域の入域管理・被ばく管理等        51億円 

・ 福島県浜通り地域等の教育再生            8億円 

・ 帰還困難区域等における鳥獣捕獲等緊急対策事業    4億円 

・ 中間貯蔵施設の整備等              4,025億円 

・ 放射性物質汚染廃棄物処理事業等         1,059億円 

・ 除去土壌等の適正管理・搬出等の実施        566億円 

・ 福島県農林水産業再生総合事業            47億円 

・ 相双地域等における介護サービス提供体制の確保等   3億円 

・ 福島イノベーション・コースト構想関連事業      69億円 

・ 原子力災害による被災事業者の自立等支援事業     16億円 

・ 原子力被災 12市町村農業者支援事業         10億円 

・ 福島県における観光関連復興支援事業         3億円 

                              等 

上記の各事業の合計額は令和２年度予算案で約 0.7 兆円 

 

（注）福島県において実施する災害復旧事業や被災者支援施策、観光（イン

バウンド推進）関連施策等は含んでいない。 
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＜東日本大震災復興特別会計について＞ 

  東日本大震災復興特別会計では、前記の復興庁所管予算（約1.4兆円）

に加え、各府省所管予算（約0.7兆円）を計上。 

 

 

  （単位：億円） 

区    分 
令和２年度 

概算決定額 

令和元年度 

当初予算額 

復興庁所管 14,024 14,781 

各府省所管 6,716 6,566 

 

 

 

震災復興特別交付税 3,398 3,246 

復興加速化・福島再生予備費 3,000 3,000 

国債整理基金特会への繰入等 317 320 

合       計 20,739  21,348 

（注）金額は、単位未満四捨五入によるため、合計が一致しないものがある。 
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